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令和５年度衛生研究所研究課題内部評価検討会議結果報告書 
 
 
１ 開催年月日 令和５年７月２７日（木） 
 
２ 開催場所 衛生研究所 多目的ホール 
 
３ 評価方法 下記の基準により評価した。 
（１）事前評価 

５ 独創性・貢献度等が高く、是非採択した方が良い 
  ４ 採択することが妥当である 
  ３ 採択することが概ね妥当である 
  ２ 検討若しくは見直しをする必要がある 
  １ 採択すべきではない 
 
（２）中間評価 
  ５ 独創性・貢献度等が高く、是非継続した方が良い 
  ４ 継続することが妥当である 
  ３ 継続することが概ね妥当である 
  ２ 検討若しくは見直しをする必要がある 
  １ 中止すべきである 
 
（３）中間評価（期間延長） 
  ５ 独創性・貢献度等が高く、是非期間延長した方が良い 
  ４ 期間延長することが妥当である 
  ３ 期間延長することが概ね妥当である 
  ２ 検討若しくは見直しをする必要がある 
  １ 中止すべきである 
 
（４）事後評価及び追跡評価 
  ５ 計画以上の成果が得られ、今後の発展性が認められた 
  ４ 計画以上の成果が得られた 
  ３ 計画どおりの成果が得られた 
  ２ 計画に近い成果が得られた 
  １ 僅かな成果しか得られなかった 
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４ 評価結果 
（１）事前評価、中間評価、中間評価（期間延長） 

区分 
課題 
番号 

研究課題名 
総合 
評価 

事前 

05-01 
千葉県内で分離されたＶａｎＢ型バンコマイシン耐性腸球菌

(ＶＲＥ)の分子疫学的解析方法の検討 
4.2 

05-02 
ジビエ（イノシシ及びシカ）におけるＥ型肝炎ウイルス、ＳＦＴ

Ｓウイルス及びオズウイルスの浸潤状況の調査 
3.4 

05-03 
ヒトアデノウイルスＦｉｂｅｒ遺伝子型同定のためのＰＣＲ法

の検討 
3.6 

05-04 
温泉水を使用する入浴施設におけるレジオネラ属菌に有効な消

毒剤の検討 
3.7 

05-05 
千葉県ＨＩＶ・性感染症（ＳＴＩ）検査事業における検査結果を

加味したＳＴＩ発生動向の評価について 
3.8 

05-06 
市町村における歯科保健事業の効果的な取り組みに関する研究 
（成人歯科健康診査の未実施市町村の減少、受診率の向上） 

3.7 

中間 
02-01 

ＣＯＶＩＤ－１９の流行を踏まえて千葉県保健医療計画に精緻

な情報を加えるための疫学研究 
3.6 

03-04 有機フッ素化合物の簡易検査法の確立と実態調査 3.6 

期間延長 
21-02 病原細菌の細菌学的・系統学的解析 3.8 

03-03 
ＬＣ－ＭＳ／ＭＳを用いた麻痺性貝毒及びふぐ毒の一斉分析法

の確立 
3.7 

事前評価課題６課題のうち、05-01、05-05、05-06の３課題が令和５年度の重点研究課題と

して選定された。 
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（２）事後評価 

課題番号 研究課題名 研究期間 
総合 
評価 

30‐04 

H30重点 
ＬＣ／ＭＳ／ＭＳによる健康危機発生時の

農薬一斉分析法の確立 
令和元年度～ 
令和４年度 

 
3.0 

 
＜研究の概要＞ 

加工食品に化学物質が意図的に混入され、それを喫食した消費者に健康被害が発生する

事案については、頻度は高くないものの今後も発生する可能性が考えられる。中でも農薬

は比較的入手が容易なことから原因物質になりやすいと考えられ、健康危機事案が発生し

た際には農薬の混入の可能性も考慮し検査を行う必要がある。 

そこで、当研究では加工食品に高濃度で農薬が混入された健康危機事案への迅速な対応

を目的としてＬＣ－ＭＳ／ＭＳを用いた一斉分析法を検討し、加工食品１６種類につい

て、平成２５年３月２６日付事務連絡「加工食品中に高濃度に含まれる農薬等の迅速検出

法について」の性能評価基準を参考に性能評価を実施した。 

また、市場流通している農薬を加工食品に混入させて、健康危機事案発生時を想定した

モデル検体を調製し、検出可能かどうかを確認した。 

 

＜研究成果＞ 

１ 対象農薬の検討 

食品に混入されうる農薬として、富士フイルム和光純薬（株）ポジティブリスト制度対

応農薬混合標準液ＰＬ－７－２、ＰＬ－８－１、ＰＬ－１４－２、ＰＬ－１５－１、ＰＬ

－１６－２に含まれる１３９農薬の一斉分析メソッドを使用していたが、さらにＰＬ－１

７－２の２９農薬を追加することで、ＬＣ／ＭＳによる農薬等の一斉試験法Ⅰ、Ⅱに対応

可能な１６８農薬を対象とした。 

 

２ 前処理方法の検討 

事務連絡に記載された迅速検出法と比較して、QuEChERS 法は有機溶媒の使用量が少な

いこと、減圧濃縮を省略でき手技がより簡便であることから、健康危機事案発生時に、よ

り迅速な対応が可能と考え採用した。 

QuEChERS法で抽出後ヘキサン脱脂を行い、２０倍希釈により精製する方法を採用し、レ

トルトカレーを用いて1併行で添加回収試験を実施したところ、回収率５０－２００％以

内の農薬は１０９農薬であった。回収率が範囲外となった農薬は酸性農薬が多かったとい

う特徴から、ギ酸含有アセトニトリルを使用することで酸性農薬の回収率の向上を、また

固相抽出ミニカートリッジで精製することでマトリクスの軽減を図った前処理方法（ＳＴ

Ｑ法）を採用した。また機器が高感度分析を可能としたことから、機器へのマトリクス汚

染を予防する目的で、ＳＴＱ法ガイドブックに記載された方法よりさらに１０倍希釈の工

程を追加し、マトリクスの軽減を図った。 

 

３ 性能評価 

回収率、併行精度、評価濃度の確認について、性能パラメータの適否及びすべてに適合
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した農薬数は表1のとおりであった。検討した１６種の加工食品では１３８～１５７農薬

が事務連絡の性能評価に適合した。加工食品のうち最も適合農薬が多かったものは乳児用

うどんで１５７であり、最も少なかったものはカップラーメンの１３８であった。選択性

を評価するため、１６種類の加工食品のブランク溶液を測定した結果、野沢菜漬物からフ

ルフェノクスロンが、事務連絡に記載されている添加濃度のピーク面積の１／３以上の面

積で検出されたため、選択性を確認できなかった。その他のブランク試料においては、対

象農薬に対する妨害ピークはなかった。 

 

４ 健康危機事案モデル検体による検討 
実際に加工食品に農薬が混入した事例を想定し、市場流通農薬を用いて、喫食者が健康

を害するおそれのある濃度の農薬が混入されたと想定した検体を３併行で調製し分析し

た。喫食者が健康を害するおそれのある濃度は、市場流通農薬に含まれる成分のＡＲｆＤ

から２０ｋｇの小児が２００ｇ喫食し毒性があるとされる濃度の１／１０となる濃度と

して求めた。市場流通農薬として、クロチアニジンを０．００８％、メパニピリムを０．

０２０％含有する農薬Ａ、ブロマシルを０．９０％、メコプロップを０．２０％含有する

農薬Ｂを採用した。農薬Ａはクロチアニジン濃度を、農薬Ｂではブロマシル濃度を優先し

各農薬のＡＲｆＤの１／１０となるよう、添加濃度をクロチアニジンが６ｍｇ／ｋｇ、メ

パニピリムが１５ｍｇ／ｋｇ、ブロマシルが２０ｍｇ／ｋｇ、メコプロップが４．４ｍｇ

／ｋｇ とした。 

クロチアニジン、メパニピリム、ブロマシル、メコプロップについて、回収率、併行精

度、評価濃度のＳ／Ｎ比が性能評価と同様に適合しているかどうか判断し、適否について

表２に示した。性能評価で適合しなかった農薬と加工食品の組み合わせについてはＮ／Ａ

で表記した。クロチアニジン、メパニピリムについてはすべての食品で、ブロマシルでは

１５食品で、メコプロップでは３食品で評価基準に適合した。 

メコプロップではほかの農薬成分と比較して適合する食品が少なかったが、原因とし

て、メコプロップが Negative モードによる測定のためにＭＳにおいて感度が取れなかっ

たためと推測された。 

またクロチアニジンやメパニピリム、ブロマシルにおいて、いずれの食品においても性

能評価時よりピークの形状が良好となった。実際の健康危機事案に即してＡＲｆＤから添

加濃度を決定したため性能評価の添加回収と濃度が異なり比較できないが、前処理方法で

の希釈倍率を性能評価時よりもさらに１００倍希釈したことで、食品由来のマトリクスが

より除去され、どの食品もピーク形状が改善されたと考察された。実際の健康危機事案の

場合に前もって濃度を予測することは困難だが、希釈倍率を大きくすることでマトリクス

の影響が減少するため、分析効率を改善させるのに有用であると考えられる。 
 

５ まとめ 
今後の課題として、今回の検討で性能評価不適となった農薬のパラメータの再検討、よ

り夾雑成分を除去可能となるよう、前処理方法の改善が挙げられる。また分析困難な農薬

については一斉分析法ではなく個別の分析法を再検討することで健康危機事案には対応

可能であると想定している。 
本試験法は多くの農薬成分を一斉分析可能である点、健康危機事案モデルにおいてもお
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おむね分析可能であった点から、健康危機事案発生時のスクリーニング検査法として有用

であると考えられた。 
 
Ｒ４年報掲載後、標準作業手順書として制定する。 

 
 
 

課題番号 研究課題名 
研究期間 

（変更前期間） 
総合 
評価 

31-01 
リアルタイムＰＣＲ法を利用した食中毒菌

の検査法の検討について 
令和２年度～ 
令和４年度 

 
3.0 

 
＜研究の概要＞ 

現在の千葉県内保健所における細菌性食中毒検査方法では、下痢原性大腸菌（市販の免

疫血清に凝集がないもの）・エルシニア・エロモナス・プレシオモナス等については、保

健所での検査に加えて衛生研究所での確認検査を実施するため、結果判明までに日数を要

し、迅速な行政処分への障害となっている。 

 本研究では、衛生研究所における下痢原性大腸菌等の検査方法について、リアルタイム

ＰＣＲ法での検討を行い、検査日数の短縮をはかることで、より迅速な行政処分が可能と

なることを目的とする。 

 

＜研究の成果＞ 

既報によるマルチプレックスリアルタイムＰＣＲ法改良することで、病原遺伝子の検出

がより効率的に検出できる系を作成した。２２遺伝子をターゲットにして５つのグループ

に分け検出できるように組み合わせを決定した。 

①過去の日本における食中毒発生件数で上位を占めるカンピロバクター属菌 

（ジェジュニ及びコリ）、腸炎ビブリオ、サルモネラ属菌をメジャー菌種用として同一の

プライマーセットにまとめた。 

②発生件数が同様に上位であり、潜伏時間等の疫学情報に類似点が多いウェルシュ菌・黄

色ブドウ球菌等を同一のプライマーセットにまとめた。 

③マイナー菌種及びＤＥＣを３つのプライマーセットのまとめたことで、既報と比較し

て、少ないプライマーセットでのスクリーニングが可能となり、保健所検査課での検査の

負担軽減が期待できると考えられた。 
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課題番号 研究課題名 
研究期間 

（変更前期間） 
総合 
評価 

03-06 

R3重点 

肥満、糖尿病等と咀嚼習慣等の関係につい

て 
令和４年度 

 
3.2 

 
＜研究の概要＞ 
１ 目的 
肥満、糖尿病等と咀嚼習慣等を明らかにして、特定保健指導等に活用できる情報を提供

することを目的に行った。 
 
２ 方法 
（１）肥満、糖尿病と特定健診の歯科保健に係る標準的な質問項目６問の関係 

横断研究では、平成３０年度及び令和元年度の肥満、糖尿病の有無に対して、特定健診

の歯科保健に係る標準的な質問項目６問（①習慣的な喫煙、②早食い、③夕食後２時間以

内の就寝、④習慣的な間食、⑤朝食の欠食、⑥咀嚼困難）の回答を「あり」、「なし」に２

値化し、男女別に「なし」に対する「あり」の年齢階級別オッズ比とMantel-Haenszel推

定量を求めた。また、平成３０年度及び令和元年度の肥満該当の有無、糖尿病の有無にそ

れぞれ分けて従属変数とし、６問の質問項目と年齢階級を独立変数とし、男女別に多変量

ロジスティック回帰分析（尤度比による変数減少法）を行った。 

縦断研究では、平成３０年度に肥満なし者で令和元年度に肥満ありになった者と令和元

年度も引き続き肥満なし者となった者との間で行った。同様に、平成３０年度に糖尿病な

し者で令和元年度に糖尿病になった者と令和元年度も引き続き糖尿病者なし者となった

者との間で行った。分析は横断研究と同様である。 

（２）特定健診の歯科保健に係る標準的な質問項目６問における咀嚼とそれ以外の項目と

の関係 

咀嚼困難の有無と生活習慣との関係をみるために、平成３０年度及び令和元年度の質問

項目①習慣的な喫煙、②早食い、③夕食後２時間以内の就寝、④習慣的な間食、⑤朝食の

欠食について、⑥咀嚼困難の「あり」、「なし」で男女別に集計し、双方をχ2検定で比較

した。 

（３）ＢＭＩと特定健診の歯科保健に係る標準的な質問項目６問の関係 

平成３０年度及び令和元年度の質問項目６問の回答を「あり」、「なし」とし、３分類し

たＢＭＩ（日本肥満病学会の判定基準に基づき２５以上、２５未満１８．５以上、１８．

５未満に３分類）を性・年齢階級別に①習慣的な喫煙、②早食い、③夕食後２時間以内の

就寝、④習慣的な間食、⑤朝食の欠食、⑥咀嚼困難を「あり」、「なし」にそれぞれ分けて

χ2検定、Bonferroni法による多重比較検定で比較した。 

（４）ＢＭＩ２値と特定健診の歯科保健に係る標準的な質問項目６問の関係 

横断研究では、平成３０年度にＢＭＩ１８．５以上となった者と１８．５未満となった

者に対して、特定健診の歯科保健に係る標準的な質問項目６問（①習慣的な喫煙、②早食

い、③夕食後２時間以内の就寝、④習慣的な間食、⑤朝食の欠食、⑥咀嚼困難）の回答を

「あり」、「なし」に２値化し、男女別に「なし」に対する「あり」の年齢階級別オッズ比

とMantel-Haenszel推定量を求めた。また、平成３０年度にＢＭＩ１８．５以上となった
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者と１８．５未満となった者を従属変数とし、６問の質問項目と年齢階級を独立変数とし、

男女別に多変量ロジスティック回帰分析（尤度比による変数減少法）を行った。 

縦断研究では、平成３０年度にＢＭＩ１８．５以上で令和元年度にＢＭＩ１８．５未満

になった者と令和元年度も引き続きＢＭＩ１８．５以上となった者との間で行った。分析

は横断研究と同様である 

 

＜研究の成果＞ 

１ 肥満、糖尿病と特定健診の歯科保健に係る標準的な質問項目６問の関係 

①習慣的な喫煙があり、②早食いがあり、③夕食後２時間以内の就寝があり、④習慣的

な間食があり、⑤朝食の欠食があり、⑥咀嚼困難がありは、肥満、糖尿病の有意な危険因

子が認められた。 

 

２ 特定健診の歯科保健に係る標準的な質問項目６問における咀嚼とそれ以外の項目と

の関係 

男女ともに、咀嚼困難ありの者は、習慣的な喫煙あり者率、夕食後２時間以内の就寝あ

り者率、習慣的な間食あり者率、朝食の欠食あり者率が咀嚼困難なしの者と比べて有意に

高かった。 

 

３ ＢＭＩと特定健診の歯科保健に係る標準的な質問項目６問の関係 

習慣的な喫煙においては、男性の高い年齢階級でＢＭＩ１８．５未満の習慣的な喫煙あ

り該当者率が高く、女性のほとんどの年齢階級でＢＭＩ１８．５未満の習慣的な喫煙あり

該当者率が高かった。早食いにおいて、男女のすべての年齢階級でＢＭＩ２５以上の早食

いあり該当者率が高かった。夕食後２時間以内の就寝において、男女のほとんどの年齢階

級でＢＭＩ２５以上の夕食後２時間以内の就寝あり該当者率が高かった。習慣的な間食に

おいて、男女のほとんどの年齢階級でＢＭＩ２５以上の習慣的な間食あり該当者率が高か

った。朝食の欠食については、男性の高い年齢階級でＢＭＩ１８．５未満の朝食の欠食あ

り該当者率が高く、女性の高い年齢階級でＢＭＩ２５以上の朝食の欠食あり該当者率が高

かった。咀嚼困難において、男女の高い年齢階級でＢＭＩ１８．５未満の咀嚼困難あり該

当者率が高かった。 

 

４ ＢＭＩ２値と特定健診の歯科保健に係る標準的な質問項目６問の関係 

習慣的な喫煙があり、咀嚼困難がありに有意なやせ因子が認められた。 

 

５ 市町村等への研究成果の公表等 

（１）第７０号千葉県衛研年報に掲載した。 

（２）報告書及び結果の概要を踏まえた市町村関係者の対応をホームページで公表する

とともに、市町村等に配布した。 

（３）令和４年度「食育における歯科口腔保健の推進のための研究」の分担報告書を公

表予定。 
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課題番号 研究課題名 
研究期間 

（変更前期間） 
総合 
評価 

04-05 

水質基準項目ナトリウム及びカルシウム、

マグネシウム等（硬度）の一斉分析におけ

るIC法とＩＣＰ－ＭＳ法の測定値の比較 

令和４年度～ 
令和５年度 

 
3.2 

 
＜研究の概要＞ 
水質基準項目のナトリウム及びその化合物（以下、「ナトリウム」）及びカルシウム、マ

グネシウム等（硬度）について、告示法ではイオンクロマトグラフによる一斉分析法（以

下、「ＩＣ法」）や誘導結合プラズマ－質量分析装置による一斉分析法（以下、「ＩＣＰ－

ＭＳ法」）等が規定されている。当所ではＩＣ法を採用し、ＩＣＰ－ＭＳ法は検討中であ

る。 

超純水にナトリウム標準液を添加した検討において、ＩＣ法による測定値（原液試料）

とＩＣＰ－ＭＳ法による測定値（原液試料、１０倍希釈試料）を比較したところ、ＩＣＰ

－ＭＳ法による原液試料の測定値はＩＣ法より低かったが、１０倍希釈試料の測定値はＩ

Ｃ法と同程度であった。超純水を用いたナトリウム添加試料において希釈の有無により測

定値に差が生じたことから、水道水を用いた場合、常在成分がナトリウム及び硬度に干渉

し、ＩＣＰ－ＭＳ法の測定値（原液試料）が IC 法の測定値（原液試料）より低くなる可

能性が考えられた。 

そこで、検討中であったＩＣＰ－ＭＳ法を確立後、水道水を用いてＩＣ法及びＩＣＰ－

ＭＳ法による測定値を比較し、他の水質基準項目との関連やＩＣＰ－ＭＳ法の操作方法及

び測定条件等を検討することによりＩＣＰ－ＭＳ法の測定値に影響を及ぼす要因を追求

し、対策を検討する。 

 

＜研究の成果＞ 

・ＩＣＰ－ＭＳ法の妥当性評価の実施 

水道水質検査方法の妥当性評価ガイドラインに従い、検量線及び添加試料の評価を実施

した。 

ガスモードは、アルゴンガスのみを使用するＮｏガスモード、マトリックスおよびプラ

ズマ起因の多原子イオンを低減化する水素ガスモードおよびヘリウムガスモードがある。

この３種類のガスモードを使用し、各元素の測定を告示法に従い実施した。 

ナトリウム、カルシウム及びマグネシウムのすべての元素で、いずれのガスモードにお

いても検量線及び添加試験の評価目標値を満たした。 

 

今年度、妥当性評価済みのＩＣＰ－ＭＳ法を第２法とする標準作業書を制定し、今後の

水質検査や外部精度管理業務に活用することとしたい。 

 

千葉県衛研年報第７０号２０２１年掲載「ＩＣＰ－ＭＳを用いた飲用水中のナトリウム

及び硬度の一斉分析における妥当性評価」 
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（３）追跡評価 

課題番号 研究課題名 
研究期間 

（変更前期間） 
総合 
評価 

29-05 

H29重点 
千葉県東総地域における日本脳炎ウイルス

抗体保有調査 
平成３０年度～ 

令和４年度 

 
3.6 

 
＜研究の概要＞ 
１ 目的 
２０１５年に千葉県で発生した生後１０か月の日本脳炎患者事例を受け、千葉県小児科

医会と千葉県医師会は、生後６か月での日本脳炎ワクチンの接種を推奨した。本研究では、

患者発生地域における早期接種と標準的接種の児について調査し、早期接種推奨前後での

接種開始時期の変化および感染防御免疫の獲得とその維持について検討した。 

 
２ 方法 

２０１５年の患児を診療した第二種感染症指定医療機関の協力を得て、２０１８年１０

月から２０２０年３月までの間に同病院を受診した児のワクチン接種歴と接種時期を調

査し、検体として血清を採取した。ワクチン接種時期の調査は、本研究で得られたデータ

と厚生労働省地域保健・健康増進事業報告を参照し比較した。血清中の中和抗体価はフォ

ーカス計測法により測定し、ワクチン接種回数、接種量、接種後経過日数について検討し

た。 

 

３ 結果 

ワクチン接種群８９例、未接種群６５例、合計１５４例の検体を得た。初回接種年齢

の割合は、２０１５年度までは全国、千葉県、研究対象者で差はなかったが、２０１６

年度以降、研究対象者、千葉県、全国の順に早期接種児の割合が高かった。ワクチン接

種回数別の抗体保有率は、未接種２％、1回接種８７．５％、２回接種９５．１％、３

回接種１００％だった。２回接種群において、ワクチン量が半量だった児の抗体価が通

常量接種児の抗体価よりも有意に低かった。 

 

４ 結論 

本研究の対象地区では、早期接種推奨前と比較して３歳未満の接種児が有意に多かった

ことが明らかとなり、早期接種推奨の効果が示唆された。そして、早期接種でも標準接種

と同等の抗体価を得られることを確認できた。また、ワクチン未接種児の抗体陽性率が高

かったことから、日本脳炎罹患リスクの高い地域では、早期接種のさらなる推進が重要と

考えられた。本研究では、早期接種後の長期経過による抗体価の減衰は認めなかったが、

対象地域が流行地域であることから、早期接種完了児に病原体暴露によるブースターが起

こり、抗体価を維持できた可能性が残る。 

 

＜研究の成果（令和３年度事後評価以降の成果）＞ 

以下の論文が掲載された。 

日本脳炎ワクチン早期接種推奨後の中和抗体価について 
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